
消費税増収分の使途の変更
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8.2兆円
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増収分の一部（2兆円規模）を債務増の軽減から
子ども・子育て支援や教育への使途の変更

税負担があっても安
心して社会保障が受
けられるようになった
という成功体験につな
げることも１つの方法

医療をはじめとする社会保障の
財源として引き続き充実すべき

子ども・子育てや教育に
使い、全世代型社会保
障を目指すことは、結果
として格差が是正され、
社会の安定に寄与

7.3兆円

子ども・子育て支援や教育だけ
でなく、医療をはじめとする社会
保障の充実に充てるのであれば
なお望ましい。

受益と負担の関係を
明確にしつつ、消費税
やその他の税の増税
への国民の抵抗が少

なくなる

社会保障の充実による
経済の好循環

給付が先行していたた
め、社会保障が充実し
たという実感が乏しく、
痛税感があり、消費回

復に影響。

※政府全体の支出が増加することにより、今後の「骨太の方針」等で支出にシーリングがかけられることも懸念される。
*厚生労働省「平成29年度の社会保障の充実・安定化について」をもとに作成（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000147708.pdf）
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社会保障の充実による国民不安の解消

社会保障の充実

企業の内部留保
（406.2兆円）を
給与に還元

共助（保険料）の増額

被用者保険の
保険料率を

10%（協会けんぽ）
に合わせる

公助（公費）の増額

需要創出・雇用拡大

国民不安の解消

賃金上昇

消費税増収分を
社会保障財源へ

経済成長地方創生

たばこ税を増税し、
社会保障財源に

税制・AMEDの補助金・
官民ファンドの活用による
イノベーションの促進

「1億総活躍」
「働き方改革」
「人づくり革命」
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